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はじめに

� 政治への関心について、26人
（72％）が「ある」と回答。25人
（69％）が「将来、選挙に行きた
い」とした。

� 一方「選挙に行きたいと思わな

い」の11人（31％）は、理由とし
て「誰に投票しても同じだと思う

から」（５人）、「面倒だから」（４

人）などを挙げた。

� 18歳選挙権、投票率「効果な
い」64％（2015年5月11日下野
新聞）

白鷗大学学生サークル「栃っ

子！選挙推進プロジェクト」（ＴＥ

Ｐ）の活動（写真・下野新聞）
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はじめに

� 近時の選挙において、若年層

を中心とした投票率の低下が

懸念されている。

� 選挙管理の一環として、投票

参加を促進し、いかに投票率を

向上させるかが課題。

� 投票を通じた政治参加の意識

をいかに高めるかが鍵となる。

白鷗大学学生サークル「栃っ

子！選挙推進プロジェクト」（ＴＥ

Ｐ）の活動（写真・下野新聞）
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5

１、選挙管理の今日的課題

ー啓発活動の転換点

（１）常時啓発と主権者教育

� 選挙管理事務の一環としての「常時啓発」。

� 総務省・常時啓発事業のあり方等研究会「最終

報告書・社会に参加し、自ら考え、自ら判断する

主権者を目指して―新たなステージ『主権者教

育』へ」（平成23年12月）。

� 「これからの常時啓発は、政治意識の向上に重

点を置き、常に学び続ける主権者を育てていか

なければならない」。
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１、選挙管理の今日的課題

ー啓発活動の転換点

（１）常時啓発と主権者教育

� 「社会参加学習・体験学習を行い、早い段階から

社会の一員であるという自覚を持ってもらうこと

が重要である」（社会参加）

� 「情報を収集し、的確に読み解き、考察し、判断

する訓練が必要である」（政治的リテラシー）

� 「次期学習指導要領において政治教育をさらに

充実させ、学校教育のカリキュラムにしっかりと

位置づける必要がある」

7

１、選挙管理の今日的課題

ー啓発活動の転換点

（２）原型としてのシティズンシップ教育

� 直接的な契機は、「若者の疎外」と呼ばれる諸問

題である。

� 加えて、移民の増加によるイギリス社会の多文

化社会科、共通の価値観の欠如といった問題が

進行し、・・・共通の基盤を形成するために、シ

ティズンシップ教育に対する期待が高まっていっ

た。

� 「クリック・レポート」（1998年）
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１、選挙管理の今日的課題

ー啓発活動の転換点

（３）教育の場としての選挙と模擬投票

� ロールプレイや劇、物語は「他者の経験を考察し、

正当に評価する能力を育成する上で役立つ」（ク

リック・レポート）。

� 学士課程教育の質的転換としての「能動的学修

（アクティブ・ラーニング）」（中教審答申）。

� 「広い視野に立って、現代の社会について主体

的に考察させ、・・・社会の有為な形成者として必

要な公民としての資質を養う」（学習指導要領）
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１、選挙管理の今日的課題

ー啓発活動の転換点

（３）教育の場としての選挙と模擬投票

� ロールプレイ方式の主権者教育として、模擬投

票を用いる取組み。例：成人式など各種イベント、

出前授業、生徒会選挙、大学の授業など。

� しかし、学校の授業の過密さ、人的能力・資源の

限界→広がりは限定的。

� 一歩先んじて学習指導要領に盛り込まれた法教

育との整理・調整の観点が欠落している。
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２、法教育と主権者教育の統合的理解
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２、法教育と主権者教育の統合的理解

（１）わが国の法教育

� もっぱら統治される国民像から、主体的積極的

に統治に関わる国民像への転換→司法制度へ

の参加と理解。

� 法務省・法教育研究会報告書（2004年）：四つの
教材。「司法」に関する教材には、模擬裁判を発

展的な学習として実施することを提案。

� 主権者教育として模擬投票を学校で実施するた

めには、授業を意識した教材開発が不可欠。
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２、法教育と主権者教育の統合的理解

（２）アメリカにおける法教育法の意義と変容

� 法律専門家でない一般の人々が、法や司法制

度、これらの基礎になっている価値を理解し、法

的なものの考え方を身に付けるための教育を特

に意味する（1978年アメリカ法教育法）。

� 現在のアメリカ連邦統一法典において「法教育」

の語は存在しない。

� 幾多の法改正を経て、法教育を包含する「市民

教育（civic education）」が規定される。
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２、法教育と主権者教育の統合的理解

（２）アメリカにおける法教育法の意義と変容

� わが国で代表的な「法教育」プログラムとして紹

介されるCenter for Civic Educationが作成し
た”Foundations of Democracy”は、Votingを含
む統治過程全般にわたる内容。

� 実質的には、わが国の常時啓発が目指す主権

者教育に関する教材とみることができる。
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２、法教育と主権者教育の統合的理解

（３）小 括

� アメリカ法教育の2つの潮流。
� 1960年代に、暗記中心で政治的責務を強調す
る憲法教育を反省し、批判的思考を含む法教育

の必要が認識され、法教育法制定に至る流れ。

� 1990年代に、経済的格差の拡大や恵まれない
マイノリティへ対象を広げ、共通の価値基盤を有

する市民教育へ法教育が再編されていく流れ。

→イギリスと共通点。
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２、法教育と主権者教育の統合的理解

（３）小 括

� 司法制度改革に伴い、国民に法制度への理解

を求める観点からの法教育。→英米のような深

刻さに欠ける。

� 制度を所与のものとして、批判的観点が欠落し

ているとの批判。→政治的リテラシーを不可欠

の要素とする主権者教育に分がある。

� 総花的な主権者教育に法教育を取り込み、発展

段階に応じた体系的カリキュラムを構築すべき。
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３、模擬選挙、議会、裁判と法教育
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３、模擬裁判、議会、裁判と法教育

（１）啓発活動から教育活

動へー模擬国会の経験

から

� 参議院特別体験プログラ

ム→ロールプレイである

が、啓発活動にとどまる。

� 学生に質疑・討論の台本

を作成させる「模範議会

プロジェクト」
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３、模擬裁判、議会、裁判と法教育

（１）啓発活動から教育活

動へー模擬国会の経験

から

� 議題となる法案作成も実

施。→主体的に調査研

究をする必要。

� 法案作成→国会審議→

訴訟へのプロセスを構想

中。模擬選挙も？
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３、模擬裁判、議会、裁判と法教育

＜これまでに学生が作成した法律案＞

� 2015年：独立行政法人日本学生支援機構法の一部を改正
する法律案（給付型奨学金法案）

� 2014年：代理懐胎の適正化及び親子関係の特例に関する
法律案

� 2013年：税制の安定及び公平性の確保を図るための相続
税法等の一部を改正する法律案

� 2012年：積極的安楽死の処置に関する法律案
� 2011年：国家公務員法等の一部を改正する法律案（労働協
約締結権確立法案）

※このプロジェクトは、特定の政治的立場を表明したり、

支持・反対したりすることを目的とするものではない。
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３、模擬裁判、議会、裁判と法教育

（２）啓発から教育への質的転換とレベル設定

� プログラムのレベルを縦軸、民主政のプロセ

スを横軸として、それぞれに合った教材を作

成することが体系的な主権者教育の構築に

向けた一つの柱になろう。

投投投投 票票票票 法案作成法案作成法案作成法案作成 国会審議国会審議国会審議国会審議 裁裁裁裁 判判判判

啓発活動

法教育

法学教育

法曹養成
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４、まとめ――主権者教育に向けての課題
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４、まとめ――主権者教育に向けての課題

� 〔場〕主権者教育を学校教育に盛り込むため

には、法教育との連携・調整が不可欠。ただ

し、課外での主権者教育の推進も必要。

� 〔者〕①大学の活用。②政治的無色透明性で

ない政治的中立性の確保と政治家の関与。

③選挙管理機関によるコーディネート。

� 〔学〕模擬体験は、学問が現実社会に対して

有するリアリティを発揮するための重要な要

素。まず政治と法領域の協働。
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ご清聴ありがとうございました。

政治参加と法教育

ーー選挙、議会、裁判の模擬体験を通じて
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